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はじめに

　泰克現代教育（大連）有限公司（TAC大連）は，
財務BPO（Business Process Outsourcing）に
関するビジネススキルのひとつとして中国人
学生や日系企業に勤務する中国人従業員を対
象に，2011年12月から７回にわたって日商簿
記３級程度の簿記認定試験を実施した。また，
2012年11月には，中国で初めて，上海におい
て全国経理教育協会（全経）主催簿記能力検
定（全経簿記検定）が実施された。これは日

本と同じ日に，同じ試験問題，同じ試験時間
で実施されたもので，中国における簿記学習
者を対象とした日本語による簿記検定である。
　このような動きの中で，2013年８月，大連
外国語大学日本語学院で正規のカリキュラム
に「日本式の簿記」（日式簿記）が採用される
と報道された［日本経済新聞，2013/８/20］。
実際に簿記の講義が始まったのは，2014年２
月末からスタートした2013-2014年度第２学期
からだったが，2016-2017年度（2016年８月～
2017年７月）までで７学期を経過し（１学期

中国における「日式簿記」の導入と展開

大　原　昌　明　　張　　　英　春
Masaaki OHARA　　Yingchun ZHANG

目次
はじめに
Ⅰ．日式簿記教育の導入
１．日式簿記講座の開講
２．日式簿記講師養成講座
の展開

Ⅱ．全経簿記検定実施の態様
　１．全経簿記検定の試行
　２．全経簿記検定の推移
Ⅲ．中国の大学における簿記
教育

　１．「簿記」の位置付け
　２．講義の流れ
　３．履修者数と全経簿記検定
おわりに：中国における日式
簿記教育の特徴と展望

  ［Abstract］
A Study of Education of Japanese-style Bookkeeping in China

In November 2012, The Japan Association of Accounting Education 
(Zenkei) carried out the ‘License Examination on Book-keeping’ in 
Shanghai for the first time in China. This License Examination was 
administered with the same examination and same time in Japan. 
On the other hand, Japanese-style bookkeeping was started (Boki), in 
February 2014, at The School of Japanese Studies, Dalian University of 
Foreign Languages. Since then, over 300 students have taken the course. 
The aim of Japanese-style bookkeeping education for students is to help 
students get bookkeeping abilities and to acquire plus-one skill adding 
Japanese skills for the students. It was also a strategy of the university 
to help students with job hunting. Currently, not only Dalian University 
of Foreign Languages but also some universities in China carry out 
education of Japanese-style bookkeeping, so this was supported by TAC 
Dalian as an eff ort to disseminate Japanese-style bookkeeping in China, 
with Zenkei continuing, as mentioned above, the ‘License Examination 
on Book-keeping’ throughout China. This study aims to summarize the 
characteristics related to Japanese-style bookkeeping in China based on 
interviews with stakeholders concerned with it.
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は半年），これまで300名を超える学生が履修
した。
　現在，大連外国語大学のみならず，日本語
教育を行う中国の少なくない数の大学等で日
式簿記教育が行われるようになっている。そ
れを後押ししたのが，先に触れたTAC大連に
よる中国での日式簿記普及への取り組みであ
り，全経の中国での簿記検定の実施であった。
　本稿は，中国における日本式の簿記教育に
かかわる関係者への聞き取り調査を踏まえ，
これまでのTAC大連と全経の中国での簿記
教育事業の内容を紹介するとともに，簿記を
カリキュラムに取り入れている大連外国語大
学日本語学院の教育実践を紹介することを目
的としている。とりわけ大連は中国で全経簿
記検定受検者が圧倒的に多い地域であり，大
連外国語大学日本語学院はいち早く簿記をカ
リキュラムに取り入れて熱心に教育している
大学である。中国の大学で日本式の簿記教育
を行うことを後押ししたTAC大連，全経の動
きとともに，大連外国語大学日本語学院の事
例を考察することを通して，中国での日式簿
記の展開にかかわる特徴を浮かび上がらせよ
うとすることが本稿のねらいである。
　なお，資料収集および聞き取り調査は2016
年６月から2017年３月までに実施したが，そ
れ以降，追加できる資料は可能な限り収集し
反映させることにした（1）。

Ⅰ．日式簿記教育の導入（2）

　中国で日式簿記教育を推進している組織の
ひとつはTAC大連である。そのTAC大連の
日式簿記教育にはふたつの側面がある。ひと
つは主として社会人向けの日式簿記講座の開
講，もうひとつが日式簿記担当者の育成である。

１．日式簿記講座の開講
　TAC大連は，2005年１月，中国人を対象と
した日本語・IT人材育成のための専門学校と

してTAC株式会社によって設立された。現
在の事業内容は，法人研修事業，個人教育
事業，就職支援事業，大学・専門学校との提
携事業の４つの柱を持つ［2015-2016TAC大
連Corporate Profi le］。設立から現在に至る
まで，TAC大連は社会人向け専門学校とし
て，あるいは企業向け研修を行う学校として
業務を展開してきた。その事業の中心には，
大連にあるITO（IT Outsourcing），あるい
は総務や経理などのBPO（Business Process 
Outsourcing）を受託している日系企業向けビ
ジネススキル（ITやマナー）の提供がある。
そうしたビジネススキルの提供を行うにつれ
て，TAC大連は，財務BPOに関するビジネ
ススキルとして，とくに日系企業に勤務する
中国人従業員に簿記能力が必要なのではない
か，そうであればこれに対応できる方法はど
のようなことかを検討し始めるようになった。
　この検討プロセスの中で，TAC大連董事
（取締役）・総経理（CEO）の干潟康夫氏は，
2011年12月，大連の企業・大学を対象に簿記
検定試験を中心とするアンケートを実施した。
調査対象は大連市内のITO・BPO企業および
大学合わせて371，回答は38企業，12大学から
寄せられた。簿記検定に関する質問項目は「大
連市での日商簿記検定試験の実施について」
「従業員に日商簿記検定を受けさせたいか」で
あった。その集計結果は，大連で日商簿記検
定が実施できることに対して全体の86％が関
心を示し，日商簿記検定が大連で実施された
場合，従業員あるいは学生に受検させたいと
いう回答は83％にも達し，企業・大学を問わ
ず高い関心が寄せられた［干潟］。また，ア
ンケートと並行して日式簿記講座を開講する
とともに，同年12月には東北財経大学（大連）
において，日商簿記３級程度の簿記認定試験
を試行した。この試験はTAC大連が独自に
行ったもので，2013年２月までの間に７回実
施された（3）。
　いうまでもなく日商簿記検定は日本商工会
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議所および各地商工会議所の主催である。上
で触れたように，TAC大連は，当初，日商簿
記検定の中国での実施を視野に入れていた。
しかし海外で日商簿記検定を実施できないと
いう制約があった。そうした最中，後に触れ
るように全経が中国で簿記検定を実施するこ
とになったのである。
　ところで，TAC大連の日式簿記教育の動き
は大連あるいは中国東北部だけに留まらない。
2014年４月，保聖那人才服務（上海）有限公
司（パソナ上海）は上海で日式簿記講座を開
講した。この講座は全経簿記検定３級取得を
目指す講座で，その講師および教材はTAC大
連が協力した。なお，講座は４日間で合計28
時間，受講料は4,000元だった［日経産業新聞，
2014/４/15］（4）。
　2015年７月には，パソナ上海はTAC大連
の協力を得て，N2相当の日本語能力を有し簿
記２級取得者を対象に，日式簿記講座１級ク
ラスを開講した（5）。最近では，パソナ上海は
2017年４月にTAC大連のe-Learning教材を
用いて全経簿記２級・３級のe-Learning講座
の説明会を開催した。
　このように，TAC大連は，主に社会人を対
象とした独自の日式簿記講座の開講を足がか
りに，現在では，他法人と連携を深めること
で日式簿記の普及に力を尽くしている。
　さて専門学校としての簿記教育が大連でど
のように行われているかを紹介したい。
　2012年11月に，上海で全経簿記検定（１～
３級）が実施され，2013年２月には大連で検
定が実施された。これに呼応して，TAC大連
は，TAC大連を会場にして全経簿記検定に照
準を合わせた講座を開講した。
　講座は２級と３級が30時間，１級が会計・
工簿とも50時間を基本とする。たとえば６回
開講される３級講座の場合，週１回（土曜日
開講を基本とする）で午前３時間，午後３時
間半の講座を５回実施する。受講条件は日本
語能力試験N3レベル（日常的な場面で使わ

れる日本語をある程度理解することができる
レベル）である。講座受講のためにN3の取得
を絶対条件にはしていないが，簿記検定は勘
定科目を代表とする会計用語が日本語なので，
日常的な日本語能力がないとそもそも簿記の
問題を理解できないことになる。
　講座は検定試験に合わせて年に数回実施さ
れる。１クラス定員は20名である（6）。開講期
が企業の繁忙期と重なることもあり，時期的
に５名程度で開講する場合もある。2017年の
受講料は，教材費を含めて３級1,980元，２級
2,380元，１級会計3,980元，１級工簿3,680元で
ある。なお，全経簿記検定の受検料は１級480
元（会計・工簿ごと），２級380元，３級350元
であるが，これは受講料に含まれていない（7）。
　簿記講座に関する興味深い取り組みは合格
保証制度とSNSを活用した講座内容の補足
である。前者は出席率が80％以上の場合，検
定試験に合格するまで再受講を保証する制度
である。後者は，講師と受講者がSNSである
WeChat（微信）上にグループを作り，自宅で
の復習で不明な点があれば，いつでも質問で
きる仕組みである。講師がこれに答えること
はSNSのグループ参加者すべてに回答が共有
できることを意味する。
　また，各回の開講時には90分の講座２回を
体験講座に充てている。これは受講料がそれ
相応の金額であるため，日式簿記それ自体が
どのようなものなのかを理解させる意味を持
つ（8）。
　TAC大連の簿記講座の講師数は16名が登
録しており，各級６～７名で担当している。
講師は日本人講師６名，中国人講師10名であ
る［2015-2016TAC大連Corporate Profi le］。
　使用するテキストは，日本のTACで使用さ
れている内容を基礎として中国人向けに編集
したテキストである。３級は『全経簿記教程』
（上海交通大学出版社発行）というオリジナル
テキストを使用しているが，目次は下記のと
おりである。
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第１章　簿記の基礎
第２章　仕訳と転記
第３章　試算表と財務諸表
第４章　商品売買取引
第５章　現金・預金取引
第６章　信用取引
第７章　手形取引
第８章　有価証券・固定資産
第９章　資本（純資産）取引と税金取引
第10章　伝票
第11章　決算・計算問題
　　　　解答編

　テキストの使用言語は中国語である。ただ
勘定科目を含む会計用語すべてにルビが振ら
れている点が特徴である。つまり，簿記検定
で使われる用語は勘定科目を含め日本語で理
解させ，その用語の意味については中国語で
理解させる工夫がなされている。
　ところで，2016年４月，北京外語教学研究
出版社から『日式簿記基礎教程』（曲淑艶・植
木英直編）が出版された（227ページ，定価46
元）。このテキストは中国の大学向け簿記テキ
ストとして，全経簿記検定３級レベルの内容
を全編日本語で編集したものである。本書の
監修者であるTAC大連の干潟氏は，その前書
で「本書は，日式『簿記』教育の基本書として，
教育現場のニーズのみならず，日系企業の人
材ニーズに応えるべく制作」［p.1］されたと編
集の意図を説明している。また，全経簿記検
定を視野に入れていることに続いて「本書は
この検定試験の対策本として過不足なく内容
を網羅しており，合格にもっともふさわしい
テキストであると自負」［p.1］しているとも述
べていることからも，本書が日本語を理解す
る中国人が日式簿記を学習する基本書として，
そして中国における全経簿記検定対策本とし
て編集されたことが分かる（9）。
　さて本書の著者は曲淑艶氏，植木英直氏を
含めて５名である。曲氏および植木氏はTAC

大連の簿記講座を担当しており，他の執筆者
はTAC大連で講師養成講座を受講した教員
である。
　『日式簿記基礎教程』の構成は下記のとおり
である。

第１章　簿記の基礎Ⅰ
第２章　簿記の基礎Ⅱ
第３章　簿記日常取引の手続き
第４章　現金及び預金取引
第５章　手形取引
第６章　その他の債権および債務
第７章　有価証券・固定資産
第８章　試算表
第９章　純資産（資本）・税金取引
第10章　主要簿と補助簿Ⅰ
第11章　主要簿と補助簿Ⅱ
第12章　伝票
第13章　決算手続きⅠ
第14章　決算手続きⅡ
第15章　決算手続きⅢ
　　　　第１回簿記能力検定試験
　　　　第２回簿記能力検定試験
　　　　第１回簿記能力検定試験解答用紙
　　　　第２回簿記能力検定試験解答用紙
　　　　解答

　『日式簿記基礎教程』は，先に紹介した『全
経簿記教程』とは異なり，書名以外すべてが
日本語である。勘定科目や会計用語にルビが
振られている程度で，日本で出版されている
簿記書と変わらない。また，先に示したTAC
大連で使用しているテキストの目次より章の
数が多いが，簿記講座では１回６時間を５回
で講義することを念頭に置いて編集している
のに対して，『日式簿記基礎教程』は大学の講
義回数を念頭に置いて編集しているからだと
思われる。
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２．日式簿記講師養成講座の展開
　次は日式簿記担当者の育成である。
　日式簿記を大学等教育機関で教授するため
には日式簿記を担当できる講師を養成する必
要がある。日式簿記を教授するために相当程
度の日本語能力を前提にすることはもちろん，
日式簿記それ自体が中国では新しいスキルで
あるからである（10）。いいかえれば，日本語能
力は有するが会計学を専門としない教員が日
式簿記を教育しなければならないのである。
これへの対応なくして日式簿記の普及は望め
ない。
　2013年11月，TAC大連はまず，独自で大学
での日式簿記普及を目指して初級（日商３級）
講師養成講座を開催した。その後，全経との
連携，2017年８月には北京外語教学研究出版
社（学校向け大手出版社で，簿記教材をTAC
と共同で制作）と連携しながら，大連，上海，
南京，哈爾浜，北京の各都市で講師養成講座
を開講してきた。
　全経もまた，単独で，あるいはTAC大連と
連携し，中国日語教学研究会（11）の後援を受
けながら講師養成講座を開講している（図表
１）。TAC大連および全経が開催した講師養
成講座を合わせると，2017年８月までに開講
回数は13回にもなり，申込者数は420名（３級
357名，２級63名）にも及ぶ（なお，申し込み

をしていながら当日欠席する場合もあるので，
実受講者数は若干少なくなる）。
　講師養成講座の申込者数は，開催地域や対
象レベルによって差が見られるが，それ以上
に，中国では馴染みがない日式簿記の講師養
成講座に各地の教員が参加している事実に着
目すべきであろう。開催側は日式簿記の有用
性を周知しながら参加者を募集しなければな
らない。大学側にとっては，教員を講座に参
加させる動機が必要であり，参加する教員も
また，日式簿記教育に対して重要性を見出せ
ないと講座に参加する意欲が湧かないからで
ある。
　まず参加者を得るために，TAC大連が最
初に開催した講座については，講座に賛同し
てもらえると思われる大学の学院長（学部長）
にコンタクトを取り，参加者を推薦してくれ
るよう要請するところからスタートした。全
経は，講座を開催するにあたり，中国日語教
学研究会を窓口にして研究会加盟大学に向け
てメールで参加者募集を呼びかけた。TAC大
連と全経が連携するようになってからは，互
いに情報共有しつつ，中国日語教学研究会を
通して，あるいは各地の大学等の日本語教育
課程に所属する教員にダイレクトメールを送
付するなどの方法で参加を呼びかけるように
なった。現在，講座の開催にあたっては，状

図表１：日式簿記講師養成講座の開催状況
開講年月 連携 開催地域 申込者数 レベル

2013年11月 TAC単独 大連 7名 3級

2014年 7月 全経とTAC 大連 65名 3級

2015年 1月 全経単独 上海 39名 3級

　〃　 7月 全経単独 青島 47名 3級

〃 全経単独 広州 53名 3級

2016年 1月 TACと全経 上海 8名 2級

〃 全経単独 浙江 47名 3級

　〃　 7月 TACと全経 大連 11名 3級

〃 TACと全経 上海 12名 2級

〃 全経単独 天津 75名 3級

2017年 1月 全経とTAC 南京 23名 2級

　〃　 7月 全経とTAC 哈爾浜 20名 2級

　〃　 8月 TACと外研社 北京 13名 3級

注：「連携」は，最初に記載がある組織が主催者である。
（TAC大連・全経中国事務局長への聞き取りにより筆者作成）
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況を調査しつつ多くの教員が参加できる時期
や場所を選定して実施している。
　他方，受講者側について個々の参加動機
は不明であるが，日本語を専門に教育してい
る教員が日本語能力に加えてビジネススキル
を身に付けることへの重要性を認識していた
ことは想像に難くない。それとともに，参加
に結び付く要因として考えられることは大学
側の戦略である。中国では，2000年代に入っ
て国内の大学数が増加し，それに伴い就職
活動が厳しさを増している［日本経済新聞，
2013/11/14］。そうした環境の下で，大学側が
日本語能力＋αの能力を学生に身に付けさせ
ることで就職活動を有利に進めたいと思うの
は当然である。また，中国日語教学研究会そ
れ自体も，講師養成講座の窓口になることを
引き受け，さらに講師養成講座を後援してい
ることから類推できるように，日本語教育課
程を有する大学が「＋αの能力」として日式
簿記が妥当であるという意識が強かったと推
察できる。このような中国の大学を巡る国内
事情および大学側の戦略が，日本語教育課程
に所属する教員の中から一人あるいは数名を
講師養成講座に参加させることになったと考
えられる。
　ところで，TAC大連が行う講師養成講座は
おおむね次のように展開されている。
　毎週日曜日の午前９時から午後４時まで，
途中１時間の休憩をはさんで１日６時間の日
商簿記３級レベルの内容を５回にわたって講
義する。講師はTAC大連の簿記講師である。
　５回終了後，受講者には修了証が発行され
る。その上で，６回目に講師資格試験を受検
して合格する必要がある。TAC大連は講師養
成講座の実施主体であり，修了証や講師資格
証はTAC大連が付与する。
　さてTAC大連と全経が連携した講座では，
2016年まで，受講料は無料であった。全経が
参加者に対して全学補助制度を設けたからで
あった（遠隔地からの参加者の宿泊費，食費，

交通費は自己負担となる）（12）。
　実際の大学における講義では全経簿記検定
３級レベルを扱うが，講師資格は日商簿記検
定３級レベルの認定である。したがって，講
師資格を得ている教員は最低でも日商簿記検
定３級の指導水準を有すると思われる（13）。

Ⅱ．全経簿記検定実施の態様

　TAC大連は中国で日式簿記教育を導入し展
開したが，それと並行して中国で実施された
のが全経簿記検定である。現在，TAC大連と
全経は協力して日式簿記教育と簿記検定を実
施しているが，この章では，中国における全
経簿記検定までの動きと検定実施の概略に目
を転じたい。

１．全経簿記検定の試行
　全経は上海と大連に事務局を設けている。
その事務局運営は大連明決信息咨詢有限公司
（大連明決情報コンサルティング：大連明決）
が担っている。大連明決は，決断サポートグ
ループ（本部：三重県）の中国法人であり，
中国進出コンサルティング，中国現地法人向
け会計税務コンサルティング，翻訳業務，デー
タ処理業務を行う法人として2010年10月に設
立された［決断サポートグループホームペー
ジ］。その代表は税理士である上田泰弘氏（現
全経中国事務局長）である。
　2002年頃から大連を訪れ日系企業の経理業
務をサポートしていた上田氏は，いくつかの
経験から中国において日式簿記教育が必要で
あるとの思いを強くした（14）。また日本と中国
の会計処理方法に違いがあり，日系企業で中
国現地法人の経営成績や財政状態を把握しに
くいという問題にも直面していた（15）。そこで
上田氏は，以前から関係のあった全経に対し
て簿記検定を中国で実施するよう働きかけた
のであった。その結果，それまで，日本国内
で事業を行うと定めていた全経は，事業を海
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外でも実施できるように定款変更（第４条第
２項）して，中国で簿記検定を実施できるよ
う道を開いたのであった。
　2012年９月，上田氏は全経役員とともに
TAC大連を訪問する。これを受けてTAC大
連は全経簿記試験講座を開講して中国での全
経簿記検定の普及に向けて動き始めた。2012
年10月には，全経と大連明決および上海新世
界教育集団（人材教育機関）の三者による全
経簿記能力検定試験トライアル実施に関する
調印式が行われ，11月には中国初となる全経
簿記検定が上海で実施された。それと並行し
て，同年11月には，上田氏と干潟氏は中国での
全経簿記検定事業推進のためにさらに連携を
深め，2013年11月にはTAC大連と決断サポー
トグループが業務提携することとなった（16）。
　さて，中国における全経簿記検定は，2012
年11月，日本と同一問題・同一時刻に上海で
実施された（会場は日本語学校上海新世界進
修センター）。この試験には，２級１名，３
級110名が受検した（申込数は117）。２級は
不合格になったが，３級は98名が合格した
（合格率89.1％）。また，翌年の2013年２月に
は大連で実施された（会場は東北財経大学）。
大連では２級６名，３級53名が受検した（申
込数は57）。結果は２級が３名合格（合格
率50.0％），３級は44名が合格した（合格率
83.0％）。最初の上海，次の大連とも中国に
おける全経簿記検定実施のトライアルとして
の実施であった（17）。
　ここで，これまで触れてきたTAC大連と全

経の動きを2013年２月まで時系列でまとめる
と図表２のようになる。
　その後，全経簿記検定は回数を重ねると同
時に実施場所も増加させ，2016年度（2017年
２月）まで17回実施されてきた（18）。試験はさ
らに，2017年２月（第185回）から上級が加わり，
日本と同じように上級，１級会計，１級工簿，
２級，３級の試験が実施されている。なお，
試験会場は，初回の上海会場は日本語学校で，
その後第184回まで地元の中等専業学校（中専：
日本の実業系高校に相当），第185回は大学で
行われた。一方大連会場は，初回は東北財経
大学が会場だったが，それ以降は中専（大連
商業学校）で実施され，その他の地域はすべ
て地元の大学が会場である。なお，中国にお
ける全経簿記検定は中国人簿記学習者だけを
対象にするものではない。日本と同じ試験を
中国で行うという位置付けであり，中国駐在
の日本人従業員も受検できる（19）。当然のこと
であるが，合格者には日本と同じ合格証書が
授与される。

２．全経簿記検定の推移
　ここで，これまでの全経簿記検定の推移を
概観したい。
　まず，実施地域は次のとおりである。
　第169回（2012年11月）　上海のみ
　第170回（2013年２月）　大連のみ
　第171回から第180回まで（2013年７月～2015

年11月）　上海・大連
　第181回（2016年２月）　上海・大連・広州

図表２：TAC大連と全経の2013年２月までの動き
2005年 1月 泰克現代教育（大連）有限公司（TAC大連）設立

2010年10月 大連明決信息咨詢有限公司（大連明決）設立（のちの中国での全経業務受託会社）

2011年12月 TAC大連，大連地区の企業・大学を対象に簿記検定試験に関するアンケートを実施

〃 TAC大連，東北財経大学（大連）において，日商簿記3級程度の独自試験（2013年2月まで7回実施）

2012年 9月 全経役員，TAC大連訪問

〃 TAC大連，全経簿記試験講座を開講

　〃　10月 全経簿記検定試験トライアル実施に関する調印式（全経・大連明決および上海新世界教育集団）

　〃　11月 上田全経中国事務局長と干潟TAC大連総経理，中国での全経簿記検定事業推進協力

〃 全経簿記検定（1～3級）試行的に実施（第169回）（上海トライアル）

2013年 2月 全経簿記検定（1～3級）試行的に実施（第170回）（大連トライアル）
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　第182回（2016年５月）　上海・大連・広州・
青島・湛江

　第183回（2016年７月）　上海・大連・広州・
青島・天津

　第184回（2016年11月）　上海・大連・広州・
青島・天津・南京

　第185回（2017年２月）　上海・大連・広州・
青島・天津・南京・常州

　第186回（2017年５月）　上海・大連・広州・
青島・天津・南京・湛江・長春

　第187回（2017年７月）　上海・大連・広州・
青島・天津・南京・瀋陽・常州

　次に調査対象とした第185回（2017年２月）
までで受検者数を見れば，上級１，１級会計
207，１級工簿163，２級898，３級2,355で，合
計3,624名が受検した。このうち合格者は上級
０，１級会計113（合格率54.6％），１級工簿126
（同77.3％），２級632（同70.4％），３級2,065（同
87.7％）であった。これらのうち，受検者が多
い２級と３級について，各回の受検者数，合
格者数，合格率を示すと図表３および図表４
のようになる。
　2012年11月は上海のみ，2013年２月は大連
のみで試行的に実施したため，第169回は全国

図表４：受検者数の推移（３級）

（全経中国事務局長提供の資料に基づき筆者作成）

図表３：受検者数の推移（２級）

（全経中国事務局長提供の資料に基づき筆者作成）
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のデータは上海のみであり，第170回は大連の
みのデータである。
　2016年２月に実施された検定試験（第171回）
以降第180回試験までは上海と大連で実施し，
それ以降は，上海・大連以外の地域での受検
者が増え始めているが，受検者数の推移を見
て分かるように，圧倒的に大連での受検者が
多い。その要因として考えられることとして，
上田全経中国事務局長は，①日系企業，とり
わけBPO企業が大連に多い，②日本語を話せ

る人材が多い，③TAC大連など教育機関が
あることなどを挙げている。
　次は，受検者数と合格率の関係である。ま
ずは２級について全国と大連に分けて見てみ
る（図表５および図表６）。なお，全国のデー
タには大連を含んでいる。
　２級受検者は各回とも大連での受検者が過
半数を占めているため，受検者数の推移は全
国と大連でほぼ同じような傾向を示している。
それとともに，合格率もまた全国と大連とで

図表５：２級受検者数と合格率（全国）

（全経中国事務局長提供の資料に基づき筆者作成）

図表６：２級受検者数と合格率（大連）

（全経中国事務局長提供の資料に基づき筆者作成）
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同じような傾向にある。ちなみに，２級合格
率は，全国では第180回の88.7％，大連では第
172回の93.3％が最も高い。
　続いて３級について全国と大連に分けて見
てみる（図表７および図表８）。
　第181回以前は，２級と同じように３級でも
大連の受検者が圧倒的に多く，受検者数はほ
ぼ同じ傾向を示しているといえる。一方，合
格率をみても同じ傾向が見て取れる。３級合
格率は，全国では第172回の98.6％，大連でも

第172回の99.3％が最も高い。
　なお，第177回が他の回よりも極端に合格率
が低くなっているが，この回のみ，中専の生
徒100名超が受験したことによる。中国におい
ては，日本語を学んでいるとはいえ，簿記検
定に関しては高校生レベルでは合格水準に達
することが難しいと思われる。
　以上受検者と合格率の傾向を見たが，２級
にしても３級にしても，また全国レベルにし
ても大連にしても，受検者数は実施回ごとに

図表７：３級受検者数と合格率（全国）

（全経中国事務局長提供の資料に基づき筆者作成）

図表８：３級受検者数と合格率（大連）

（全経中国事務局長提供の資料に基づき筆者作成）
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増減している。2014年度以降，検定は，５月，
７月，11月，翌年２月の年間４回実施されて
いる。大きな特徴ともいえないが，年度ごと
の検定実施月でみると，５月（第174回，第
178回，第182回）および11月（第176回，第
184回）の受検者が多い。
　合格率は受検者数とともに出題の難易度に
影響を受けることが一般的である。そこで，
もっとも受検者数が多い３級を例にして，大
連を除く全国の受検者と大連の受検者の合格
率に差が出るかどうかを分析する（図表９）。

　これを見れば，大連を除く全国の合格率が
高くなっているが，大連を除く受検者数は第
172回から第180回まで一桁台であり母集団の
影響をかなり受けているように思われる。母
集団の差を斟酌すれば，全国レベルでも大連
だけでも合格率に大差ないと判断できる。
　次に，２級と３級の中国と日本の合格率の
推移を比較する（図表10および図表11）。
　２級については，中国と日本の合格率の傾
向に一部違いが見られるが（たとえば第172回
から第175回まで），傾向として日本より中国

図表９：全国合格率と大連合格率（３級）

（全経中国事務局長提供の資料に基づき筆者作成）

図表10：中国と日本の合格率の推移（２級）

（全経中国事務局長からの資料および全経ホームページにより筆者作成）
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の方が合格率は高い。
　一方，３級については，第177回を中専が
多数受検したことを特殊要因として考えると，
ほぼ同じ傾向を示している。これは中国にお
いても日本においても出題の難易度に影響を
受けているとみることができる。それでもな
お，２級の場合と同じように，合格率は日本
より中国の方が高いという特徴が見て取れる。

Ⅲ．中国の大学における簿記教育

　さてここまでは，中国における日式簿記教
育の導入と展開に貢献したTAC大連と全経
の動き，そして全経簿記検定の推移を見てき
た。ここでは，中国の大学で行われている簿
記教育の事例として大連外国語大学日本語学

院における簿記教育について概略を紹介する。

１．「簿記」の位置付け
　まず大連外国語大学は，中国の大学がそう
であるように，学年暦は２学期制であり，第
１学期は８月下旬に始まり翌年１月初旬まで
の19週間，第２学期は２月下旬（あるいは３
月初旬）に始まり７月上旬までの19週間であ
る。ただし選択科目は18週間と必修科目より
１週間だけ短い。
　この期間のうち，実質的講義回数は，科目
選択・大型連休等を除いて，必修科目が17回，
選択科目は16回である。なお，必修科目は最
後に定期試験が実施されるが（学年暦では19
週目），選択科目は授業内試験である。
　また日式簿記を行う日本語学院の2015年度

図表11：中国と日本の合格率の推移（３級）

（全経中国事務局長からの資料および全経ホームページにより筆者作成）

図表12：専攻別卒業要件単位数
言語文化 国際経貿 高等通訳 高等翻訳

教 養 教 育 必 修 47 47 47 47

教養教育選択必修 17 17 17 17

専 攻 教 育 必 修 70 70 70 70

専 攻 選 択
専攻限定 22 22 26 26

自由選択 6 6 4 4

実 践 学 習 13 13 13 13

計 175 175 177 177

国際経貿：国際経済貿易
（大外日本語学院2015年度カリキュラム表より筆者作成）
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カリキュラム（20）では，４つの専攻に分けられ
ている。つまり，「言語文化」「国際経貿」「高
等通訳」「高等翻訳」である（図表12）。
　大連外国語大学日本語学院の場合，どの専
攻でも教養教育必修，教養教育選択必修，専
攻教育必修科目は同じ単位数である。専攻間
の単位数の違いは専攻選択科目にある。専攻
選択科目は「言語文化」「国際経貿」が28単位，
「高等通訳」「高等翻訳」が30単位で，これは
さらに専攻限定選択科目と自由選択科目に分
けられる。これに卒業論文等の実践学習科目
（13単位）を加えて，「言語文化」「国際経貿」
は175単位，「高等通訳」「高等翻訳」は177単
位が卒業要件単位数となる。
　簿記は，文字どおり「簿記」という科目名で，
カリキュラム表では「国際経貿」の専攻選択
科目の自由選択科目のひとつである。「国際経
貿」の自由選択科目群は，簿記以外に経済学・
管理学・日本語ビジネスマナー・ビジネス文書・
マーケティング・新聞雑誌講読・経営戦略論・
経済文書翻訳が配置され全部で９科目である
（各２単位）。「国際経貿」専攻の学生はこのう
ち３科目６単位を選択履修することが求めら
れている。簿記は３年生の科目として設置さ
れ週１回90分２単位科目である。
　なお，簿記の履修は「国際経貿」専攻の学
生だけが履修できるという制限はなく，どの
専攻に所属していても履修可能である。

２．講義の流れ
　2017年２月に始まった2016-2017年度第２学
期の講義の流れは下記のとおりである。

第１週　科目選択
第２週　簿記の基礎　日常の手続き（Ⅰ）
第３週　簿記の基礎　日常の手続き（Ⅱ）
第４週　商品売買（Ⅰ）
第５週　商品売買（Ⅱ）・現金
第６週　当座預金・小口現金
第７週　手形（Ⅰ）

第８週　手形（Ⅱ）
第９週　その他の期中取引（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）
第10週　大型連休による休み
第11週　期中試験
第12週　試算表の作成（Ⅰ）（Ⅱ）
第13週　決算の手続き（Ⅰ）（Ⅱ）
第14週　決算の手続き（Ⅲ）（Ⅳ）
第15週　決算の手続き（Ⅴ）（Ⅵ）
第16週　期中試験
第17週　伝票式会計
第18週　復習・期末試験

　使用テキストは，TAC 株式会社が編集した
『日式簿記初級』（東北財経大学出版社，2013年）
である（サブタイトルとして「日商簿記検定
３級・全経日式会計能力検定３級対応版」と
記載されている）。また成績の評価方法は，出
席点20点，期中試験が２回で各20点，期末試
験が40点で，計100点満点で評価する。
　講義はテキストとPowerPointを併用してい
る。そのスタイルは，まずテキストを日本語
で読む。次に日本語の内容を中国語で解説す
る。そして例題をPowerPointで示しながら，
受講者に解答を求める形式が基本である。
　ここで特徴的なことをひとつ挙げれば勘定
科目である。簿記教育では勘定科目の意味を
理解させることが重要である。中国における
日式簿記教育でも事情は同じである。日本の
勘定科目と中国語の勘定科目では，表現が同
じ勘定も若干見られるが（たとえば，現金，
土地，資本金），ほとんどの勘定科目で表現が
異なっている。たとえば売掛金は应应收帐帐款（應
收帳款），買掛金は应应付帐帐款（應付帳款）な
どのように日本語とはまったく異なっている。
したがって講義では中国語の勘定科目に触れ
ることはほぼない。科目担当者は，まず日本
語で「うりかけきん」という読み方を教える。
次に中国語で売掛金勘定がどのような取引で
使われる勘定科目かを説明し簿記処理を説明
する。この後，テキストの取引事例を用いて
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仕訳を説明し，PowerPointを用いて例題を掲
示しつつ講義を進める。
　なお，一定の水準に達するために，学生は
授業終了後に繰り返し復習を行わなければな
らないことはいうまでもない。

３．履修者数と全経簿記検定
　すでに触れたように，大連外国語大学日本
語学院での簿記教育はキャリア形成の一環で
ある。2014年２月からスタートした簿記は，
2016-2017年度第２学期まで図表13に示すよう
な履修者数であった。
　選択科目のクラス定員は，原則的に30名で
ある。この定員を超える場合，履修登録はで
きない。2015-2016年度までは30名のクラスを
２クラス開講していたので履修者数は60名で
あったが，その後，2016-2017年度は１クラス
開講に変更した。なお，１クラス開講の現在
でも，履修登録できなかった場合に，簿記担
当者と相談の上，聴講を認めている。
　ところで，2016-2017年度は第２学期に34名
が履修した。この年度の日本語学院の３年生
は473名が在籍しているが，そのうち121名が
日本に留学していた。そのため大連にいて第
２学期に簿記を履修することができた３年生
は352名である。このことから日本への留学中
の学生を除く簿記履修率は約9.7％ということ
になる。
　先に触れたように，簿記履修者の目標のひ
とつは簿記検定合格であるが，全履修者に簿
記検定受検を課しているわけではなく，カリ
キュラム上はあくまで選択科目のひとつであ

り，簿記検定受検やその結果を評価するわけ
ではない。また，簿記の受講後，簿記検定を
受検するかどうかは学生本人の意思に委ねて
いるため，大連外国語大学日本語学院として
簿記検定受検および合否を把握しているわけ
ではない。
　そこで受講後に簿記検定を受検したか，そ
して合格したかを聞き取る作業を行ったとこ
ろ，聞き取りができなかった学期分もあるが，
次のような結果となった。たとえば，2013-
2014年度第２学期は，履修者数が60名で42名
が簿記検定を受検した（受検率70％）。そのう
ち37名が合格したと回答しているので受検者
の約80％が合格したことになる。同様に，聞
き取りができた学期のデータを示せば，2014-
2015年度第１学期も60名履修で42名受検（受
検率70％），合格は40名で合格率は約95％で
あった。また2015-2016年度第２学期は，68名
履修で32名が受検し（受検率約47％），うち30
名が合格したので約94％の合格率である。調
査対象期間内で一番新しい2016-2017年度第２
学期は34名が簿記を履修し，講義終了後の７
月の検定を32名が受検した。そのうち28名が
合格したので，合格率は約88％であった。
　このようにみると，受検率にややばらつき
はあるものの，受検した学生の合格率が非常
に高いことが分かる。これは先に見たように
全経簿記検定の中国および大連における傾向
と合致する。

おわりに：中国における日式簿記教育
の特徴と展望

　以上，紹介してきたように，中国において，
とりわけ日本語能力を有する社会人あるいは
学生を対象に，日式簿記教育が行われ簿記検
定が実施されている。
　2011年２月に上海から実施された全経簿記
検定は，実施回によって増減はあるが，徐々
に定着しつつあるように見受けられる。上田

図表13：履修者数の推移（人）
年　　度 学　　期 履修者数

2013-2014 第2学期 60

2014-2015 第1学期 60

第2学期 60

2015-2016 第1学期 40

第2学期 68

2016-2017 第1学期 15

第2学期 34
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全経中国事務局長によれば，まずは中国での
全経簿記検定の認知をはかるフェーズ１，次
に大学等での簿記教育を行うことで受験者増
をはかるフェーズ２，そして最後に日式簿記
の知識を使って業務に活かすフェーズ３とい
う３段階で日式簿記の定着を考えている。こ
れを敷衍すれば，現在はフェーズ１からフェー
ズ２に差し掛かっているといえる。
　最後に，現時点での中国の簿記教育の特徴
と展望をまとめてみたい。
　まず中国の大学における日式簿記教育は就
職のためのスキルとして行われているという
特徴がある。大学教育としては日式簿記への
理解が重視されるが，履修者にとっては客観
的なレベルを測定する検定取得も重要になる。
また，簿記検定受検を目的とする社会人にとっ
ては，キャリアアップのための一手段である
ことが明確である。すでに中国に進出する日
系企業の中には，発生主義に基づく日式簿記
を身に付けた中国人を採用したり，在職して
いる中国人従業員に資格を取得させたりする
ことで，中国式とともに日本式でも帳簿を付
けさせようという動きがあるとの報道もある
［The Daily NNA］。加えて，「日語」＋「簿記」
の能力を有する人材に対する社会的需要が増
加していることへの大学としての対応を考察
している論文も発表されている［徐，2015お
よび杜］。現時点で検定取得による日式簿記能
力を有することが就職にどの程度有利に働く
かは明確ではない。しかし実際に，中国の日
系企業の求人サイトで会計処理能力を有する
中国の人材を求めるサイトもある。上田氏に
よれば一部の日系企業では全経簿記検定取得
を採用条件にしているという。会計処理能力
あるいは簿記検定取得と就職の関係について
明らかにすることは，今後の日式簿記普及の
ために重要なことであろう。
　第二に，上記に関連するが，中国における
日式簿記教育は，あくまでも就職に役立つス
キルとしての簿記，あるいは日系企業での業

務を理解するスキルとしての簿記として捉え
られている。これは，いわば文書作成ソフト
や表計算ソフトの操作能力があるということ
と等しい。一方で，簿記を学ぶこと＝会計学
に関心がある，という結び付きは希薄である
ように見受けられる。これが現時点での第二
の特徴である。しかしとくに中国の大学にお
ける日式簿記教育は，大学院生として日本に
留学して会計学を研究しようとする大学生を
増やす可能性がある。日本語能力があり，し
かもビジネスの言語である簿記を日本語で理
解できる能力を有する学生は，経営系・商学系・
経済系研究科を有する日本の大学院など，受
け入れ側にとってメリットが多いと思われる。
　第三の特徴は合格率の高さである。まだ母
集団が少ないとはいえ，実施回によっては２
級にしても３級にしても100％近い合格率であ
る。ここまでは触れなかったが，１級工簿は，
受検者が一桁台であるが，合格率が100％の回
が多い（第171回，第173回，第174回，第175回，
第178回，第179回）。すでに見たように，日本
との比較においても，２級・３級とも合格率
は日本より中国の方が高い。しかも相当の差
がある回もある。たとえば，２級第174回では
中国の合格率が81.5％であるのに対し，日本
のそれは31.3％で50.1ポイントの差である。こ
の合格率の高さの要因は，日本語学習歴によ
り暗記する能力が優れていること，また社会
人においては講座受講料の相対的な高さ，学
生にとっても受検料の高さのため失敗はでき
ないという意識が強いこと等，さまざまな要
因が考えられる。加えて，本来的に「漢字」
ですべてを表現する中国人にとって，表現の
仕方が異なる勘定科目が多いとはいえ理解の
程度が日本人のそれよりも高いのではないか
とも推察できる。しかし今回の調査では，合
格率の高さの要因については必ずしも明らか
にできなかった。
　2016年現在，中国の本科大学（「学士」の
学位を取得することができる大学）は1,237あ
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る［中国教育部ホームページ］。これら本科大
学の中で，日本語専攻の学部・学科・課程を
設けている大学は2017年４月現在で505大学に
及ぶ［有途高考网ホームページ］。つまり４割
超の本科大学が日本語教育を行っているので
ある。また，高等教育機関で日本語を学ぶ者
は625,000人を超える［国際交流基金，p.22］。
TAC大連によれば，大連地区だけを見ても，
大連外国語大学や東北財経大学，大連東軟信
息学院などの公私立大学，あるいは短期大学
や専門学校を含めて13の教育機関で日式簿記
教育が行われている。また全国的には，上田
氏によればN2か全経簿記検定２級を卒業要件
としている大学があり，さらに全経簿記検定
を射程に入れた日式簿記の科目を開講もしく
は開講予定の大学は70大学を超えているとい
う。中国における日本語教育を行う大学数を
見る限り，日式簿記教育の裾野はかなり広がっ
ているといえようし，今後，そのニーズはま
すます高まる可能性を秘めている。
　他方，日式簿記の普及に取り組んでいる
TAC大連にしても全経にしても，最終的な目
標は検定に合格しその知識と能力を実務に活
用できる人材育成である。たとえば，TAC大
連の干潟氏による大連の大手BPO企業に対
する聞き取り調査では，それまで日本人ひと
り分の作業を中国人1.4人で消化していたもの
が，日式簿記の普及により1.2人でできるよう
になったとの回答があった。そしてこの企業
では今後日本人ひとり分の作業をひとりの中
国人が行うことができるように簿記教育を推
進していくというコメントがあったともいう。
つまり簿記能力を有することが生産性の向上
に直結する。このことから考えれば，人件費
が高騰する中国において，従業員一人一人の
生産性向上の推進力として簿記教育に対する
役割期待が高まることが予想される。
　TAC大連が日式簿記認定試験を実施して６
年，全経簿記能力検定試験が実施されて５年
が経過した。また大連外国語大学日本語学院

で日式簿記教育が行われるようになって３年
半が経過した。今後，中国における日式簿記
教育がなお一層の拡充に向けてどのように展
開していくのか，注意深く見守りたい。
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［注］
（１） 本稿は，調査を行った団体・個人から提供

された資料および聞き取り，および共同執
筆者の張英春による大連外国語大学日本語
学院の教学情報に基づく。本稿執筆途中で，
事実関係について干潟氏，上田氏に確認を
求め可能な限り正確を期したが，執筆の内
容のすべては大原が責任を負うものである。

（２） 本稿で対象とするTAC大連や全経を中心と
する中国における日本式簿記は日本の報道
等では「日本式」と表現され，中国では「日
式」と表現されることが多い。のちに触れ
るテキストでも日式簿記と表現され，中国
で発表された論文でも「日式簿記」が使わ
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れている。そこで本論文でも日式簿記とい
う表現を用いることにする。

（３） なお，日商簿記検定3級程度の初級試験は
164名が受検し，合格者88名，合格率53.7％
であった。

（４） 同時に2級講座も開講し受講料は6,000元で
あった［パソナ上海ホームページ］。ちな
みに，2017年8月現在，1元＝16円強である。
したがって，3級の受講料は64,000円，2級は
96,000円程度になる。

（５） 定員は10名であった。また10日間（午前9時
30分から午後5時まで）の講座で受講料は
16,000元だった［パソナ上海ホームページ］。

（６） 大連で全経簿記検定が実施されてはいるが，
いまだ日式簿記，全経簿記検定の知名度が
高いというわけではない。そこで，TAC大
連では，日系企業が多いソフトウェアパー
ク内に学校があることから，街頭でチラシ
を配って日式簿記への関心を高め，講座の
受講を促す努力をしている。

（７） 1元＝16円で換算すると，3級講座の受講料
は31,680円になる。また検定受験料は，1級
で各7,680円，2級6,080円，3級5,600円となる。

（８） JETROによれば，大連の在職平均給与は
5,783元（2015年）である［JETRO］。しかし，
簿記講座受講生がどの程度の給与を得てい
るかどうかは不明である。ちなみに，同じ
JETROによれば，簿記講座が開講されてい
る都市の在職平均給与は，北京8,617元，上
海8,385元，南京6,441元，哈爾浜4,296元となっ
ている（いずれも2014年）。

（９） 中国のポピュラーなオンライン書店「当当
網」（dangdang.com）で「日式簿記」「日本
式簿記」で検索すると，本書以外に，後に
触れる大連外国語大学日本語学院の簿記の
講義で使用している『日式簿記初級』およ
び『日式簿記初級問題集』（どちらもTAC
編集）がヒットする。なお，当当網では『日
式簿記基礎教程』は日商簿記2級向けと紹介
されているが，内容的には3級レベルである。

（10） 日本で会計教育を受け中国に戻って会計学
を担当している事例もある。たとえば，大
連外国語大学経済・管理学院では日本の大
学で学位を取得した講師が簿記や原価計算
を担当していた（現在，非開講）。この場合，
日本語を学んでいない中国人学生が対象で
あり，考え方は日本のそれであるが，講義
はすべて中国語であった。また大連外国語

大学日本語学院の簿記担当者は日本で経営
学の学位を取得しているが会計学が専門で
はない。私立大学である大連東軟信息学院
でも日語系で日式簿記の講義（日語系学生
のみ受講できる選択科目）を開講している
が，ここでも担当者は会計学が専門ではな
い。なお，大連東軟信息学院の日式簿記教
育の概要は［徐，2016］で紹介されている。

（11） 1982年に設立された中国日語教学研究会（中
国日本語教育研究会）は，中国で最大の全
国的な日本語教育およびその関連領域に関
する研究団体である。中国の日本語を教育
する課程を有する大学等は，原則として会
員になる。2016年7月現在の会員大学は約
307大学である［日本語教育GNホームペー
ジ］。この組織は全国組織であり，各地に分
会（支部）を設けている。全経は各地にあ
る日語教学研究会の支部と連携して講師養
成講座を実施している。

（12） なお，2017年1月からの講座は有料となった。
ただし，補助制度は継続し，①大学等で日
式簿記講座を開講している，もしくは開講
を予定している場合は受講料の3分の2補助，
②大学等が日式簿記講座の開講を検討して
おり学長推薦がある場合は2分の1の補助と
しており，受講者のおおむね7割が①の3分
の2補助を受けている。

（13） 大連外国語大学の簿記担当者は全経簿記検
定1級（工業簿記）取得者である。

（14） 上田氏は，日系企業で働く中国人従業員
の業務には会計管理報告や在庫管理の甘
さがあること，現地の会計担当者へのヒ
アリングにおいて，通訳を介してもコミュ
ニケーションが困難であったことを要因
に挙げている［Concierge大連，中日新聞
2012/11/20］。

（15） 中国の費用計上は，いわゆる発票主義とい
われる。発票主義は請求書の性質を併せ持
つ公式領収書「発票」の発行に基づく費用
計上の考え方をいう。これは税務当局への
申告を前提としているため，税務会計の色
彩が濃くなるという［The Daily NNA］。

（16） 中国における全経簿記検定の実施は，全経
および大連明決，そしてTAC大連の三者協
力によって実現したが，その中心的役割を
演じたのは，上田氏および干潟氏であった
といっても過言ではないだろう。

（17） 全経は，大連での簿記検定のトライアルに
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続き，2013年8月には同じ大連で電卓競技大
会も開催した［日経産業新聞，2013/8/13］。

（18） それまで7月，11月，翌年2月と年度内3回実
施されてきた全経簿記検定は，2014年度か
らは5月実施が加わった。これは中国の2月
は春節前後，7月は卒業シーズンであり，受
検者の主力として想定される大学生が受検
しにくいことが懸念されたため，全経の中
国側事務局が全経本部に働きかけて新設さ
れた［Concierge大連］。

（19） 上田氏によれば，現在までの中国での簿記
検定受検者のうち，3級20名，2級10名，1級
2名が日本人である。

（20） 大連外国語大学では2年に一度カリキュラム
の見直しが行われる。したがって2015年度
カリキュラムは，2015年度と2016年度に入
学した学生用のカリキュラムである。
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